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基本補助が相変 らずあり,また tax over-ride
も形こそ違え存続 したことにより,またこの間
における高いインフレーションという事情も加
わって,SB90は学区問の教育費支出の不平等
是正に大した効果を発揮しなかった｡
もう1つの大きな変化は,1973年にロドリゲ
ス判決がでたことである｡この合衆国最高裁判
所による判決は,セラノ訴訟と同じ内容をもつ
訴訟であるにもかかわらず,棄却判決を下した
のである｡いわばセラノ第 1判決を真向うから
否定した形となったのである｡被告である州当
局はこのロドリゲス判決を盾にとり,セラノ第
1判決が拠りどころとした合衆国憲法修正第14
秦,そして合衆国最高裁判所の判例を引用して
の ｢差別の疑わしき分類｣,｢基本的利益｣,｢厳
重審査テス ト｣の適用はもはや意味をなさぬと
主張した｡この反論に対して第 1審裁判所は合
衆国憲法修正第14条の適用はとり止めたが,カ
リフォルニア州公立学校財政制度は SB90 な
どによる改革にもかかわらず,なお資産の多少
に基づく学区間の教育費支出の不平等は相変ら
ず存在 していることを認め,同制度はやはり法
の平等保護を規定 したカリフォルニア州憲法第
1節第11項および第21項 (現在は第16章第4節,
第7葦第 1節)に違反 しており無効であると裁
定 した｡すでに述べたようにカリフォルニア州
最高裁判所もこの裁定を支持 したのであった｡
ロドリゲス判決の影響により法の平等保護の憲
法上の根拠をカリフォルニア州憲法だけに変え
たことが注目される｡ セラノ第 2判決でもう1
つの注目すべき点は,控訴裁判所が判決の時点
(すなわち1974年)から6年間に学区間の生徒
1人あたり教育費支出の差異を100ドル以内 に
留めるように州当局に命 じたことである｡ 同最
高裁判所もこれを支持した｡セラノ第 1判決で
は何も具体策を示さなかった最高裁判所が,罪
2判決で1部とはいえ救済の措置を示 したので
ある｡ なお控訴裁判所 は,1983年4月28日,
｢判決に関する覚書｣をだし,その中でインフ
レーションによる要素を加味して100ドル差異
の基準は93.2%の達成率であること,またカリ
フォルニア州の制度はそれだけ公正なものにな
ったと述べた24)｡
1978年6月,カリフォルニア州は州民の投票
によって提案13(Proposition13)を成立させ,
憲法改正を行い,それにより地方財産税制度の
根本的な改革を行なった｡制度改革の骨子は,
インフレーションから同制度を救済するにあっ
たが,地方財産税収入を大 幅に削減する改革
(たとえば,地方財産税収入は市場評価額の1%
に限定するなど)は,当然のことながら同財産
税依存の学区の財政制度に終わりを告げるもの
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となった｡以後,学区の教育費財源は,連邦政
府からの補助金を除けば,専 ら州政府の資金に
負うことになった｡ しかしながら,この教育費
支出の集権化は財政逼迫という事情もあって,
学区の教育費を増すどころか,逆に相対的に低
下させているのである｡ 上に示 した控訴裁判所
の覚書の ｢公正｣評価も,実際は統計が示すよ
うに下降平準化での評価ということになり,そ
のような事態はセラノ訴訟の当事者,特に原告
側にとっては極めて不本意なものであったに違
いない｡第 1判決の時点で予想された憂うべき
事態が生 じたことを考慮すれば,セラノ判決の
意義も功罪相半ばするということになるのかも
しれないが,教育の場における経済的差別が違
憲となりうること,教育は ｢基本的利益｣とな
りうることの立論は,少 くとも州の裁判所で同
様な問題が今後提訴されうる可能性を大いに開
いたものとして評価されよう｡
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